
 

 

 

 

 

 

 

 

国・都道府県の庁舎で初の「減築」を行った 

県庁舎耐震・長寿命化改修工事        
（平成 27年～30年度） 

ジェネラリスト＆スペシャリスト 

青森県は、「選ばれる青森」をめざしてチャレンジ

を続けています。 

青森県機械職の重要な任務
ミッション

は、省エネルギーな

ど地球環境に配慮した施設整備で青森県の未

来づくりを推進することです。 

機械職の活躍の場は、公共施設整備・下水道

行政・公営企業の大きく 3 つの分野となります。 

私たち機械職は、これら機械設備分野のジェネラ

リストであると同時に営繕設備・下水処理設備の

スペシャリストでありたいと考えています。 
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青森県 
 

設備職の仕事 

（機械編） 

 

 

 

改修前 

改修後 



     

機械職の主要業務 

 

 

 

 

 

 

県営住宅小柳団地建替事業 

（平成 24～令和 3年度） 

主な配属先（機械職） 

＜本庁＞ 

県土整備部建築住宅課／都市計画課 

総務部財産管理課／工事検査課 

 

＜出先機関＞ 

中南・三八地域県民局地域整備部下水道課  

（弘前・八戸） 

八戸工業用水道管理事務所 

（八戸） 

 ＜メッセージ＞ 
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R  元年度 信州大学繊維学部 

機械・ロボット学科卒 

R  2年度 東青地域県民局地域整備部 

(営繕課) 

R 4年度 総務部財産管理課(営繕グループ) 

私が現在所属している財産管理課営繕グ

ループでは、県有施設の設計や工事の発注・

監理を主な業務としています。当グループ内の

機械職は空調設備や給排水設備等の機械

設備工事を主に担当します。これまで私はエア

コン設置、各種ポンプ・配管の更新、エレベータ

ーの更新などの工事を担当しました。 

工事期間中に発生する騒音や各種設備の

停止などによる施設への影響を小さくするよう、

施設管理者・受注者間の調整をすることも私

の業務の一つです。設計や工事の監理では、

工事が円滑に進むように施設管理者・受注者

間の調整をすること、現場での事故がなく工事

が完成すること、法令等の根拠に基づいて現

場へ指示することを意識して業務に取り組んで

います。 

建築物の設備工事は、私にとって県職員に

なるまで全く触れてこなかった分野であるため苦

労することもありますが、担当した工事が完成し

たときには達成感が得られます。 

機械職に関心のある方へひと言。『青森県』

であなたと一緒に働ける日を楽しみにしていま

す。 

• 県有施設の整備 

主に学校、公営住宅や庁舎など、県有施

設の新築・修繕に伴う機械設備工事の設

計・工事監理等に関する業務を担当し、省

エネルギーなど地球環境に配慮しながら、施

設利用者の安全性、利便性及び機能の確

保・向上を図ります。 

• 下水道行政 

下水処理施設の増設・更新・長寿命化等

の計画、下水道機械プラント設備工事の発

注、工事の監理等が主な仕事です。施設

の老朽化が進行している今、機械職に求め

られる役割はその重要性を増しています。 

• 公営企業 

工業用水道施設の機能を確保するため、

設備の修繕工事を発注するなど、施設の運

営・維持管理に関する業務を担当します。               

岩木川浄化センター（弘前市）                

（昭和６２年供用開始） 

 


